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令和３年３月１日 

 

都道府県医師会 

  感染症危機管理担当理事  殿 

 

日本医師会感染症危機管理対策室長   

釜 萢  敏 

 

 

特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法に基づく給付金

制度の周知・広報のためのリーフレット等の送付等について 

 

 

今般、特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金制度の更なる周知を目的としたリーフレ

ット・ポスターが厚生労働省により作成され、本会に対し、日医会員による本給付金

制度の周知について、別添の協力方依頼がまいりました。 

つきましては、貴会宛リーフレット等をお送りいたしますので、ご活用いただきま

すとともに、管下郡市区医師会等に対する周知方につきまして、ご高配のほどよろし

くお願い申し上げます。 

なお、本リーフレット等は日医雑誌３月号に同封し、会員にお送りしますことを申

し添えます。 

  

 

 

 



 

事 務 連 絡 

令和３年２月２２日 

 

 公益社団法人日本医師会 

   感染症危機管理室長 殿 

 

 

                      厚生労働省健康局がん・疾病対策課 

                             Ｂ型肝炎訴訟対策室 

 

 

特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法に基づく 

給付金制度の周知・広報のためのリーフレット等の送付等について 

 

 

「特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法」（平成23年法律第

126号）に基づく給付金制度の周知・広報については、ご協力賜り厚く御礼申し上げます。 

本給付金の対象者は推計40万人以上とされていますが、平成23年６月に国と全国Ｂ型肝

炎訴訟原告団・弁護団が基本合意を締結して以降、令和２年10月末時点までの本給付金に

係る提訴者数は約８万２千人となっています。厚生労働省としては、できるだけ多くの対

象者が救済されるよう、本給付金について、引き続き広く国民に周知を図っていくととも

に、肝炎治療や健診の現場における肝炎患者等に対する周知が一層進むよう取り組んでい

るところです。 

そのため、昨年度同様、今年度についても、本給付金制度の更なる周知を目的として、

ポスター・リーフレットを配布することといたしました。 

つきましては、下記のとおり、ポスター・リーフレットを活用した本給付金制度の周知

にご協力いただきますようお願いいたします。 

 

                   記 

 

１ ポスターについては、施設内にご掲示いただくとともに、健診を受けた方の中でＢ型

肝炎ウイルス検査の陽性者に対して、検査結果の説明を行う際のリーフレットの配布や

検査結果通知送付の際のリーフレットの同封など、本給付金制度の案内を行っていただ

くようご協力をお願いいたします。 

  なお、本給付金制度の存在を知りながら利用していない者の中には、利用方法が理解

できなかったり、利用を躊躇する例があると伺っております。そのような場合に、リー

フレットの配布を行っていただくことは、Ｂ型肝炎ウイルス検査の陽性者が本給付金制

度を利用する契機となりますので、周知にご協力いただきますようお願い申し上げます。 

リーフレットは、厚生労働省ホームページ「Ｂ型肝炎訴訟について」に電子媒体を掲

示していますので、配布した部数以上に必要な場合は、印刷いただくことも可能です。 

 

 



 

【厚生労働省ホームページ 「Ｂ型肝炎訴訟について」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/b-kanen/index.html 

 ○ポスター掲載場所 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/0000050842.pdf 

 ○リーフレット掲載場所 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/0000190097.pdf 

 

２ なお、Ｂ型肝炎訴訟を扱う者（すでに本給付金制度を利用した患者、Ｂ型肝炎訴訟を

扱う弁護士等をいう。）が、本給付金制度に係る説明会の開催や電話相談の実施、本給

付金制度を含む肝炎患者等に対する各種支援制度を案内するリーフレットの配布等の 

周知活動を行うに当たって、当該者から健診機関に対して周知活動への協力の依頼があ

った場合には、本給付金制度及び各種支援制度の周知のため、リーフレット等を必要に

応じてご活用頂く等のご配慮、ご協力下さいますようお願い申し上げます。 

 

 

 

（問い合わせ先） 

厚生労働省健康局がん・疾病対策課 

  Ｂ型肝炎訴訟対策室 担当者：髙倉 

電 話：03-5253-1111（内 2101） 

F A X：03-3506-2169 





※1

※1 下記の病態に応じ、訴訟手当金や定期検査費用等が支給されます。

20年を経過した方については、

死亡・肝がん・肝硬変（重度） 900万円

肝硬変（軽度） 600万円（300万円＊）

慢性肝炎 300万円（150万円＊）

無症候性キャリア 50万円
＊現にり患しておらず、治療を受けたこともない者に対する給付額

※2　20年を経過していない方については 600万円

※ これらの一連の手続の一部または全部を弁護士に依頼することができます。（手続を弁護士に依頼し、和解が成立し

た場合には、給付金額の４％相当分が訴訟手当金として別途給付されます。）弁護士については、「B型肝炎 弁護士」

で検索できます。また、厚生労働省ホームページに各地の弁護団の連絡先へのリンクを掲載しています。




